
〒158−8543
東京都世田谷区等々力六丁目16番9号
TEL（03）4544−7000（代表）
FAX（03）4544−7007

　単元未満株式（100株未満の株式）については、「単元未満
株式の買取請求」により、当社に売却することができます。
　また、「単元未満株式の買増請求」により、当社から単元株
式数（100株）に不足する株式を買増して、100株単位にま
とめることもできます。「単元未満株式を売却する」、「単元未
満株式を100株に買増す」という株主様は、口座を開設され
ているお取引証券会社等にお申し出ください。なお、特別口
座に記録されている株主様は、特別口座管理機関であるみず
ほ信託銀行株式会社へお申し出ください。

事 業 年 度 毎年4月1日〜翌年3月31日

剰余金の配当基準日 期末配当　3月31日
（中間配当　9月30日）

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬 
単 元 株 式 数 100株

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

証券会社に口座を
お持ちの場合 特別口座の場合

郵 便 物 送 付 先

お取引の証券会社に
なります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4

電話お問い合わせ先 0120-288-324
（フリーダイヤル）

お 取 扱 店

みずほ信託銀行株式会社
本店および全国各支店

（トラストラウンジは除く）
みずほ証券株式会社
本店および全国各支店

ご 注 意

未払配当金の支払、支払
明細発行については、右
の「特別口座の場合」の郵
便物送付先・電話お問い
合わせ先・お取扱店をご
利用ください。

単元未満の買取・買増以外の
株式売買はできません。電子
化前に名義書換を失念して
お手元に他人名義の株券が
ある場合は至急ご連絡くだ
さい。

※  未払配当金のお支払のみ、株式会社みずほ銀行全国本支店でも
お取扱いいたします。

公 告 方 法 電子公告（http://www.okayaelec.co.jp）
ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

株主名簿管理人
特別口座管理機関

（お問い合わせ先）

〒168－8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
0120－288－324（フリーダイヤル）
受付時間 9：00～17：00（土日祝日を除く）

　株主の皆様の日頃のご支援に感謝し、当社株式への投資の
魅力を高め、多くの個人投資家の皆様に中長期的に株式を保
有していただき、より一層のご支援を賜りたく、毎年3月末
の当社株主名簿に記載された株主様を対象として株主優待を
いたします。

《優待内容》
　100株以上 500株未満 おこめ券　2kg
　500株以上 1,000株未満 おこめ券　5kg
　1,000株以上  おこめ券　10kg

おこめ券　1kg　プラス
＊  3月末において、連続4回以上株主名簿に同一株主番号とし

て、記載されている株主様。

継続保有の株主様には3年以上100株以上を

2014年4月1日～2015年3月31日
第92期 事業報告書

証券コード：6926

単元未満株式の
買取・買増制度のご案内

株主メモ 株主優待のお知らせ
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13,485
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第92期

売上高の推移 （単位：百万円） 営業利益の推移 （単位：百万円） 配当の推移 （単位：円）

売上高 134億85百万円 （前期比 105％）

営業利益 5億67百万円 （前期比 143％）

純利益 3億59百万円 （前期比 98％）

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　当連結会計年度における世界経済は、米国では個人消費の伸びや住宅市場の持ち直しが見られ、雇用面も改善され

ました。欧州では雇用の回復が鈍く物価も低迷しデフレ懸念が生じる中で、経済成長は緩やかなものに留まっていま

す。中国では消費の伸び悩みや不動産市況の足踏みなどから成長ペースは緩やかになり、東南アジアでは景気は鈍化

傾向となりました。日本国内では消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減から持ち直しつつあるものの、その動きは

緩慢なものにとどまりました。

　このような経済環境の中、当社は「国内事業カンパニー」「国際事業カンパニー」のそれぞれにおいて、製造と販

売が一体となってお客様のニーズにお応えしております。

　国内では、中国での人件費上昇や就業者不足への対応に加え、円安の影響から国内生産を再評価する動きが一部に

見られます。更に製品の高品質化などからも生産の省力化と自動化の要求が高まり、特にスマホメーカーの設備投資

が活発になっています。これによりロボットや工作機械向けのノイズフィルター、コンデンサ、サージ対策部品が順

調に推移しました。結果として売上高は前連結会計年度と比べて増加しました。

　海外では、米国におけるLCDの大口取引終了による売上減少があったものの、円安の影響もあり、売上高は前連結

会計年度と比べて増加しました。

　コスト面につきましては労務費の低減を図るべく、中国の工場で生産ラインの省力化・自動化を進めております。

また、生産力増強を図っているスリランカの工場では、コンデンサ部門に

おける生産数量の増加と歩留り向上の成果が上がりつつあります。さらに

製造品種拡大のため、中国の工場からの設備移管も開始しました。これに

より、BCP（事業継続計画）対応も踏まえてグループ全体で国内・海外の

生産場所を適宜選択できる体制づくりを強化しております。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますよう

お願い申し上げます。

 平成27年6月
代表取締役社長
最高経営責任者

決算ハイライト
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株主の皆様へ
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◆ 第9次中期経営計画が決定
　2015年度より第9次中期経営計画がスタートしました。更なる成長に向けての土台つくりに注力して参ります。

　LED製品を中心に国内外の産業
機器用表示器や運搬機器用照明向
けで伸張が見られました。しかし、
LCD製品の事業終息の影響が残り、
表示関連製品の売上高は20億39
百万円（同88％）となりました。

表示関連製品

　工作機械、インバータ等の産業
機器業界向けで売上が伸張しまし
た。また、研究機関等で用いられ
る電波暗室向けについても増加傾
向にあります。
　この結果、ノイズ関連製品の売
上高は83億19百万円（前期比106％）となりました。

ノイズ関連製品

　生産設備を中心に、産業機器向
けは引き続き上向き傾向にあり、
特にロボット用サーボモーター向
けは順調に推移しました。また、
時計指針補正用センサーも同様に
順調に推移しており、センサー関
連製品の売上高は7億26百万円（同131％）となり
ました。

センサー関連製品

　スマホ生産設備や自動車関連の
工作機械向けで売上が増加しました。
通信機器や監視カメラ等セキュリ
ティ装置向けでも堅調を維持して
います。売電価格減少の影響を
受け、太陽光パワーコンディショ
ナー向けは減少が見られました。
　これらの結果、サージ関連製品の売上高は23億99
百万円（同113％）となりました。

サージ関連製品

OKAYAニュース

年率成長目標5％
2017年度売上高150億円

営業利益10億円（利益率7％）
ROE 7％の実現を目指す

【第9次中期経営計画の柱】
技術を中心とした、ものつくり職場の体制・土台つくり

『成長に向け、ものつくりの力の強化を図る』

◆海外向け街路灯用雷サージ対策部品が納入開始
　東南アジアにおいて街路灯の雷被害防止に注目が集まっており、当社はこれに対応
する高耐量雷サージ対策部品の納入を開始しました。タイにおける納入実績を基礎と
して、今後周辺各国へも販路を拡大していく計画です。
　屋内のニーズから屋外のニーズへ展開し、お客様の多様なニーズにお応えして参り
ます。

◆存在感を増すスリランカ工場
　中国工場においては人件費高騰や人員確保が困難になる等の中国内の事業環境変
化への対応が大きな課題となっております。こうした背景もあり、2008年に設立し
たスリランカ工場の重要性が一層増しており、生産能力の向上に注力しているところ
です。
　また2014年9月には安倍首相のスリランカ訪問があり、当社工場長も大手経済誌
の取材を受ける等、新たな成長国としてマスコミの注目も近年になく高まりつつあり
ます。

3 4

製品部門別の概況

CS5_15107363_01_os7岡谷電機産業様_事業報告書.indd   3-4 2015/06/11   19:06:13



科　　目 当期
平成27年3月31日現在

前期
平成26年3月31日現在

資産の部

流 動 資 産 9,272 8,264

固 定 資 産 4,420 4,454

資 産 合 計 13,692 12,719

負債の部

流 動 負 債 2,539 2,532

固 定 負 債 1,138 1,164

負 債 合 計 3,677 3,697

科　　目 当期
平成27年3月31日現在

前期
平成26年3月31日現在

純資産の部

資 本 金 2,295 2,295

資 本 剰 余 金 1,861 1,861

利 益 剰 余 金 4,334 4,168

自 己 株 式 △121 △121

株 主 資 本 8,369 8,203

その他の包括利益累計額 1,646 816

少 数 株 主 持 分 － 2

純 資 産 合 計 10,015 9,022

負 債 純 資 産 合 計 13,692 12,719

科　　目
当期

（平成26年4月 1 日から）平成27年3月31日まで

前期
（平成25年4月 1 日から）平成26年3月31日まで

売上高 13,485 12,852
売上原価 10,236 9,760
販売費及び一般管理費 2,681 2,694
営 業 利 益 567 397

営業外収益 176 117
営業外費用 42 18

経 常 利 益 701 496
特別利益 31 −
特別損失 236 2

税金等調整前当期純利益 496 493
法 人 税 等 193 238
少数株主損失（△） △56 △109
当 期 純 利 益 359 365

科　　目
当期

（平成26年4月 1 日から）平成27年3月31日まで

前期
（平成25年4月 1 日から）平成26年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 651 742

投資活動によるキャッシュ・フロー △266 △311

財務活動によるキャッシュ・フロー △318 △222

現金及び現金同等物に係る換算差額 135 45

現金及び現金同等物の増減額 202 253

現金及び現金同等物の期首残高 1,370 1,116

現金及び現金同等物の期末残高 1,554 1,370

（単位：百万円 百万円未満切り捨て）（単位：百万円 百万円未満切り捨て）

貸借対照表（連結）

（単位：百万円 百万円未満切り捨て）

損益計算書（連結）
（単位：百万円 百万円未満切り捨て）

キャッシュ・フロー計算書（連結）

（平成27年4月1日現在）

創　　　　　　立 昭和21年6月1日
資　　本　　金 2,295,169千円
事　　業　　所

本 社 及 び 営 業 部 門 東京都世田谷区
関 東 営 業 所 東京都世田谷区
名 古 屋 営 業 所 名古屋市東区
大 阪 営 業 所 大阪市福島区
長 野 出 張 所 長野県岡谷市
静 岡 出 張 所 静岡市葵区
福 岡 出 張 所 福岡市博多区
埼 玉 事 業 所 埼玉県行田市
長 野 事 業 所 長野県岡谷市

グループ関係会社
東 北 オ カ ヤ 株 式 会 社 O S D 株 式 会 社
岡 谷 香 港 有 限 公 司 東 莞 岡 谷 電 子 有 限 公 司
OKAYA LANKA（PVT）LTD. 岡 谷 香 港 貿 易 有 限 公 司
OKAYA ELECTRIC OKAYA ELECTRIC

（THAILAND）CO., LTD. （SINGAPORE）PTE LTD
OKAYA ELECTRIC T O C キ ャ パ シ タ 株 式 会 社

AMERICA, INC.

（平成27年6月25日現在）役　　員
取締役・監査役

代 表 取 締 役 社 長
最 高 経 営 責 任 者 山 岸 久 芳

取 締 役 山 田 尚 人
取 締 役 清 田 宗 明

※取 締 役 小 　 口 　 　 　  徹
※常 勤 監 査 役 吉 村 太 一

監 査 役 吉 　 野 　 　 　  卓
※監 査 役 湯 澤 公 明

執　行　役　員
最 高 執 行 責 任 者 山 岸 久 芳
常 務 執 行 役 員 山 田 尚 人
常 務 執 行 役 員 清 田 宗 明
常 務 執 行 役 員 水 野 壽 孝
執 行 役 員 高 屋 舗　　　 　　 明
執 行 役 員 本 　 間 　 　 　  勤
執 行 役 員 黒 㟢 政 道

※印は、社外役員であります。

（平成27年3月31日現在）

金融機関
37.30％
8,547千株

証券会社
0.63％
143千株

国内法人（金融機関を除く）
14.11％
3,235千株

外国法人等
0.78％
179千株

自己名義
2.48％
569千株

個人その他
44.70％

10,246千株

所有者別分布状況

株　主　名 所有株式数 持株比率

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託（沖電気工業口） 36,020 百株 15.71 ％

明治安田生命保険相互会社 20,660 9.01
ＴＰＲ株式会社 14,400 6.28
株式会社みずほ銀行 10,824 4.72
岡谷企業財形会 6,872 3.00
安田不動産株式会社 6,385 2.79
みずほ信託銀行株式会社 4,650 2.03
岡谷電機産業従業員投資会 3,147 1.37
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 2,570 1.12
KOA株式会社 2,560 1.12

（注）上記のほかに自己名義株式が569,428株（2.48％）あります。

発行可能株式総数 90,000,000株
発行済株式の総数 22,921,562株
株　　主　　数 21,054名
大　　株　　主
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決算概要 株式の状況会社概要・役員
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